
仮設住宅団地と周辺に形成される「郊外型町外コミュニティ」

　二本松市内の仮設住宅団地で生活している浪江町民の半数以上が６０歳以上で、高齢者も多い。仮設住
宅団地での生活の長期化によって、様々な問題が生じる可能性がある。住環境の改善と本格住宅の整備は
急務とされている。
　その一方で、仮設住宅団地の生活によって生まれたコミュニティの継続や、大規模な仮設住宅団地の閉
鎖に伴う復興公営住宅建設のための時間を考えると、一部の仮設住宅団地を閉鎖するのと同時に、比較的
良好で継続使用の可能な仮設住宅団地の住環境の改善や、隣接する新たな用地に復興公営住宅を建設しな
がら、２００～４００世帯を単位としたいくつかの「郊外に形成される町外コミュニティ」に統合してい
く方法がイメージされる。

3.

協働復興のための始動プロジェクト：「郊外型町外コミュニティ」

ネットワーク
・包括的生活サポートシステム
・統合型移動システム
・人的交流と情報

新ぐるりんこ
（移動）

福島県外

福島県内

浪江町

町内コミュニティ
（帰還の前線拠点）

４

どうやって実現するのか☞６浪江町復興に向けた事業モデル

　　町内ニュータウン
（30年後若者と共に住まう）
５

町外コミュニティ
（郊外型） 町外コミュニティ

（郊外型）

周辺市町村の
中心市街地

借上仮設住宅
仮設住宅などのコミュニティ

町外コミュニティ
（郊外型）

３

１

２
まちなか型 町外コミュニティ
（避難先の中心市街地）

協働復興のプロセス：「郊外型町外コミュニティ」
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本格的な帰還のためのニュータウン建設

仮設住宅団地の隣接敷地に建設

居住環境改善

試験運行

2013年 2050年2020年2015年 2018年 2025年 2030年

なかよし号 サービス形態の拡張

一時帰宅時の送迎 帰還の前線拠点での移動サポート

仮設住宅団地

復興公営住宅

企画の立ち上げごとに実施

復興公営住宅、福祉・商業拠点などの建設

町内コミュニティの建設

まちなか型
町外
コミュニティ

2

郊外型
町外
コミュニティ

3

帰還のための
前線拠点

4

浪江町内の復興

みらい号

えんじょい号

第二段階 復興基盤形成期
第一段階 復旧始動期

第三段階 定住環境整備期
第四段階 本格的な帰還期

準備

準備

準備

仮設から公営住宅へ

事業期間

プロジェクト名

新ぐるりんこ1

5
5

4

除染作業 都市基盤整備 住環境整備 本格的帰還

前線拠点へ

前線拠点へ

町内への帰還 町内への帰還

前線拠点へ前線拠点へ
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仮設住宅団地と周辺の
町内コミュニティ
まちづくり会社設計事務所、リフォーム会社

浪江町商工会

仮設住宅の
改善

福祉施設の管理
ぐるりんこ等の
サービスの提供

NPO新町なみえ

浪江町の高齢者

仮設住宅の
隣接用地（民間）

借り上げ／買い上げ

入居（公営住宅）
・介護サービスの利用
・土いじり

福祉事業者、NPO

浪江町避難先
市町村

復興交付金

県

隣接敷地における
公営住宅の建設

　協力

　商業サービス
の提供

仮設住宅用地
（公共用地）

指定管理

専門的
支援

大学／研究所 避難先の
事業者

浪江の
事業者

共同
事業

仮設住宅の自治会

協定

連携

仮設住宅団地の環境を改善し、隣接地に復興公営住宅などを建設する。

※図中の①～⑨・A～Eは次のページに対応

仮設住宅と周辺の町外コミュニティ形成事業

事業のイメージ
　仮設住宅団地の改善や、その場所や隣接地での復興公営住宅の建設を行うためには、まず、
避難先の自治体と浪江町が協定を締結し、避難先の土地を浪江町の土地として利用することが
可能となるような前提をつくる必要がある。ここに、仮設住宅団地の自治会やNPOなどのコミュ
ニティが協力し合って、プロジェクトを進めていくことが考えられる。

　各地の仮設住宅団地は、数年後、住民が復興公営住宅等に移住し始めると閉鎖される。しかし、
用地をそのまま使用できれば、建て替えや、近隣の土地に復興公営住宅を建設し、仮設住宅団
地で生まれたコミュニティを活かすことが出来る。隣接用地を確保できれば、仮移転せずに復
興公営住宅に入居することも可能になる。大規模な仮設住宅団地を一斉閉鎖し、必要数の復興
公営住宅を一度に供給することは難しい。必要戸数を確保できるまで、断熱や遮音、増築等の
住環境改善を図り、本設の戸建住宅と同様に安全で快適な生活環境を整える必要がある。

Step4Step1 Step3

Step2

①新ぐるりんこ広場

②

③

住居面積の増築
・住居の改善

共有空間の増築

仮設住宅団地の生活を支える新ぐ
るりんこ広場を形成する。

増築による住居面積の確保や、リ
ビングやキッチンなど共有空間の
増築による居住環境の改善を行う。

家族向けの戸建て住宅やコレクティブハウジ
ング、高齢者や障害を持つ人に向けたグルー
プホームなど多様な住まい方を実現する。

復興公営住宅の建設に伴って生じる仮設住
宅団地の空き室や、仮設住宅撤去後の空地
の転用を行う。

A

B

④ ⑤⑥
仮設住宅団地の撤去・転用

復興公営住宅

中央広場

C

⑦

⑨デイケアセンターと
　グループホーム

戸建て住宅

こども園と
子育て世帯向け
集合住宅

E 長屋型住宅D 農地を囲った
コレクティブハウジング

⑧コレクティブ
ハウジング
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